
前回改訂：平成21年3月
（目標年次：平成30年代前半）

茨城港 港湾計画一部変更

○ 茨城港は常陸那珂港、日立港、大洗港の3港の統合により、平成20年12月に新たに誕生し
た重要港湾。

○ 北関東地域の経済活動を支えるとともに、東京湾内の港湾物流を補完する国際物流拠点
として、また、北関東地域の豊富な観光資源へのアクセス拠点としての役割を担っている。 港湾管理者：茨城県
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○ 貨物輸送船の大型化に対応するため、岸壁の延伸を行う。

北ふ頭地区

南ふ頭地区

中央ふ頭地区

外港地区

計画変更箇所

常陸那珂港IC

県道62号

国道245号

撮影：平成27年9月

臨港道路

県道247号

ひたち海浜公園IC

常陸那珂港区

常陸那珂有料道路
北関東自動車道に直結、
群馬県太田市まで137km 

計画変更箇所と変更のポイント



【火力発電所】
・火力発電の燃料として石炭を輸入

完成自動車ﾒｰｶｰ使用
ﾓｰﾀｰﾌﾟｰﾙ

【建設機械ﾒｰｶｰ】
・建設機械、鉱山用機械を製造

【建設機械ﾒｰｶｰ】
・建設機械、鉱山用機械を製造

主な立地企業（常陸那珂港区利用関係）

○ 常陸那珂港区は、直背後に製造業等の企業が立地しており、産業機械や石炭の取扱い拠点となっている。
○ また、常陸那珂有料道路と直結しており、北関東自動車道を経由して県外広域から完成自動車やコンテナ

貨物（家電製品、木製品、紙・パルプ等）を集貨している。

凡例： 産業機械 石炭 木製品 紙・ﾊﾟﾙﾌﾟ 完成自動車計画変更箇所

群馬県太田市
【完成自動車ﾒｰｶｰ】
・完成自動車を製造

県内・県外企業

栃木県下野市
【木製品ﾒｰｶｰ】
・海外工場で製造した建築資材を輸入

常陸那珂港区

日立市
【家電ﾒｰｶｰ】
・家電製品を製造

ひたちなか市
【紙加工ﾟﾒｰｶｰ】
・紙パック等を製造

栃木県宇都宮市
【建設機械ﾒｰｶｰ】
・農業機械を製造

常陸那珂港IC

常陸那珂有料道路
北関東自動車道に直結、
群馬県太田市まで137km
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北ふ頭

中央ふ頭

完成自動車
ヤード

モータープール
(12ha)

整
備

中

(-14)290m
(-12) 230m

(-10) 170m

第
1
バ

ー
ス

(-12) 270m
第

2
バ

ー
ス

(-12) 270m

整 備 中

既 設

モータープール
(11ha)
整備中

北ふ頭・中央ふ頭の利用状況

外貿RORO航路（産業機械の輸送）
［10～18便/月］

① 北米航路 1～2便/月

②
東南アジア航路 2～3便/月

極東ロシア航路 1～2便/月

③

欧州航路 2～3便/月

南アメリカ航路 1～2便/月

豪州航路 1～2便/月

西ヨーロッパ航路 1～2便/月

アフリカ航路 1～2便/月
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完成自動車の荷役（中央ふ頭）
【不定期】

産業機械の荷役（北ふ頭）
【定期】



完成自動車
ヤード

整
備

中

(-14) 290m
(-12) 230m

(-10) 170m

第
1
バ

ー
ス

(-12) 270m
第

2
バ

ー
ス

(-12) 270m

当初想定より大型化
→必要延長300m

当初想定より大型化
→必要延長300m

整 備 中

既 設

中央ふ頭

39 37
39 43
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43
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7万GT超

6～7万GT以下

5～6万GT以下

4～5万GT以下

3～4万GT以下

2～3万GT以下

1～2万GT以下

～1万GT以下

H28
中央ふ頭第1バースの供用開始
完成自動車メーカーが利用開始

大型船（6万GT超）が増加
（約1.9倍）

（回）

56回

104回

常陸那珂港区の産業機械及び完成自動車輸送船の寄港実績

計画変更の必要性

○ 中央ふ頭第１バースを利用している完成自動車の輸送船が、取扱量
増加に伴い大型化（7万ＧＴ級）しており、岸壁延長が不足している。

○ 中央ふ頭第２バースの利用を計画している産業機械の輸送船（現在
は北ふ頭を利用）が大型化（7万GT級）しており、大型船が第１バー
ス及び第２バースに同時着岸できる岸壁延長の確保が必要。

第2バース
（第2バースの一部となる整備済
みの30mを先行利用）

第1バース

第1バースからはみ出して係留している状況

モーター
プール

整備中
（11ha）

（12ha）

27 49 
96 77 95 102 109 93 
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輸入

移出

移入

常陸那珂港区における完成自動車の取扱貨物量

（速報値）

輸出が増加
（前年比9.7倍）

H30年代
前半

(万ﾄﾝ)
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総トン数 ６万GT級
全長 ２０８ｍ
型幅 ３２．３ｍ
必要延長 ２７０ｍ

総トン数 ７万GT級
（５,８００台積）

全長 １９９ｍ
型幅 ３５．９ｍ
必要延長 ２８０ｍ

総トン数 ７万GT級
（８,５００台積）

全長 １９９ｍ
型幅 ４０．８ｍ
必要延長 ２９０ｍ

総トン数 ７万GT級
（７,９００台積）

全長 ２２８ｍ
型幅 ３２．３ｍ
必要延長 ３００ｍ

第
1
バ
ー
ス

完成自動車産業機械（RORO船） 完成自動車

※

※ ※

総トン数 ７万GT級
全長 ２２８ｍ
型幅 ３２．３ｍ
必要延長 ３００ｍ

産業機械（RORO船）

総トン数 ６万GT級
全長 ２０８ｍ
型幅 ３２．３ｍ
必要延長 ２７０ｍ

産業機械（RORO船）

第
2
バ
ー
ス

整備中 ※
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【参考】中央ふ頭に寄港する船舶の最大船型

当初想定（H２１既定計画） 現状（H２９） 将来想定

※小数点以下切り捨て

総トン数 ７万GT級
（８,５００台積）

全長 １９９ｍ
型幅 ４０．８ｍ
必要延長 ２９０ｍ

※
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1453 1390
1526 1581

1499 1460

187 166
183

334 484 542
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H24 H25 H26 H27 H28 H29

我が国における国際ＲＯＲＯ船・ＰＣＣ船寄港実績（５万ＧＴ以上）

7万GT超

6～7万GT以下

5～6万GT以下

（回）

2,002回1,640回

出典：Lloyd’sデータを基に港湾局作成

【参考】 我が国における国際ＲＯＲＯ船・ＰＣＣ船大型化の状況



今回計画の内容
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○ 船舶の大型化に対応するため、-12m岸壁2バースの延伸（270m→300m）を計画する。

北ふ頭

中央ふ頭

完成自動車
ヤード

整
備

中

(-14) 290m
(-12) 230m

(-10) 170m

(-12) 270m
(-12) 270m

当初想定より大型化
→必要延長300m

当初想定より大型化
→必要延長300m

現状 今回計画

北ふ頭

中央ふ頭

完成自動車
ヤード

(-12) 300m
岸壁延伸
270m→300m

岸壁延伸
270m→300m

(-14) 290m
(-12) 230m

(-10) 170m

整 備 中

既 設

今回計画

整 備 中

既 設

（12ha）

整備中
(11ha)

モータープール

（12ha）

モータープール

整備中
(11ha)

産業機械
ヤード

整
備

中
(-12) 300m



【公共埠頭計画】
岸壁 水深12m 1バース 270m
⇒ 水深12m 1バース 300m

港湾計画一部変更の内容

既定計画 今回計画

【公共埠頭計画】
岸壁 水深12m 1バース 270m
⇒ 水深12m 1バース 300m

【水域施設計画】
航路・泊地 水深15m 2.2ha

⇒ 水深12m
泊地 水深15m 0.1ha

⇒ 水深12m 9



基本方針との適合
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確認事項 「港湾の開発、利用及び保全並びに開発保全航路の開発に関する基本方針」との適合

バルク貨物等の
輸送の強化

Ⅰ今後の港湾の進むべき方向
１ 産業の国際競争力と国民生活を支える物流体系の構築

(１)海上輸送網の基盤の強化
②バルク貨物等の輸送網の強化

石油、天然ガス、石炭、鉱石、穀物、飼料、原木、チップ、砂利・砂等のバラ積みされる貨
物（以下「バルク貨物」という。）は、我が国の産業や国民の生活を支えるために必要な物資
である。また、自動車、建設機械等の主としてＲＯＲＯ船で運ばれる貨物は、我が国の主要
な輸出品の一つである。これらの物資の低廉な輸送は、我が国産業の国際競争力の強化
と国民生活の質の向上のために重要である。

このため、臨海部や内陸部における企業立地、船舶の大型化等に適切に対応し、効率的
で安全性・信頼性が高く、環境負荷の小さい輸送サービスを提供できるように、大水深の国
際物流ターミナルを整備するとともに、バルク貨物等の輸送、保管、荷さばき等に係る機能
を強化する。

臨海部の産業立地・
活動環境の向上

(２)臨海部の産業立地・活動環境の向上
（前略）
また、臨海部における国内外からの産業立地や設備投資を促進することにより、我が国

産業の国際競争力を向上させるとともに、雇用や所得の創出等により地域を活性化させる
ことが必要である。

このため、原材料等のバルク貨物等を輸送する船舶の大型化や企業立地等に対応した
港湾施設の整備、臨海部の有効活用・再編による用地の提供を行うとともに、ターミナル隣
接地における大型特殊貨物を円滑に輸送するための措置や幹線道路網とのアクセスの確
保について関係機関と連携して取り組む。


